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法 人 税 帰 着 の 計 量 分 析

一市場構造別 • 時系列モデル：試論モデル一

( 1 ) ま え が き

( 2 ) わが国の市場条件と法人税転嫁 

( 3 ) ' 市場構造刿一難モデル9 導出 

(.4 ) 市場搆淖別モデルの}ff定結果

( 5 ) 試論モデル推定結果の評価

( 1 ) ま え が き
：. . . . . 、. . . .  つ ' .パ'.::

. , • - ' 
既述のように，K -M -モデルが法人税転嫁の計量分析を手がけたとき， 収益紮相標と分配率指標

の 2 方向に沿って展開されたが，それは2 っの萇期時系列から尜全転嫁と沧ロ転嫁という異なハた
• . . .  パ.，.-• . ； ■

•姑論がえられた統計的証左が端緒となったといってよ い 。 K -M -モデルが「過剰転嫁」の帰結を導:

き，っいで H a l lが rゼロ転嫁」を示唆し，また K -モデルでは「完全転嫁」が主張され， さらに
.■ ■ (

ナ し て G- モデルでは rゼロ転嫁」が結論されたことはすでに述べたとおりである。 これら一迪 

の;n 借的転嫁分析の発展をみると，それぞれのモデ，ルが次飨に洗練イ匕され新しい内容と質をg ぇた 

侦報が提供さ必ている祺実に注丨丨丨す斧必要があろf 。

ところで，筆者ははこれらの精緻な計分析が展開される以前に’ プリミテ.イヴ‘な形での_ 前:分 

析を試みる機会をもった。それはまず第1 に, . ァメ丨メカにおけると同様にわが_ においても，戦前 

から戦後にかけて法人税率の顕著な上界が認められるという類似逄に諫発されたもみでぁ，る。+もが

注（1 ) 法人税転嫁の炎証分析に関する现状については以下の文献を参照されたい。 M. Krzyzaniak ^nd R A. 

Mu啦 a V e〔13〕，削 I精司〔5〕， C. A. Hall, J r .〔S〕，R. W. Kilpatrick C12D, * 丨丨丨措司〔6〕, R, J. Gordon〔8〕， 
.削丨精司〔7〕。この試論は不完全ではあるが転嫁の炎証分析をめ.ぐる■論争に対し一応の終止符を打つ窓阔をも 

っ% 辦かれち火方の丨化识をうるこk ができれは;幸いで务んなお今闾論千デル推萣 f!部もコソ ビ 立，タ 

卜にかけるに際し：tr.MUn/i■丨裕氏り哆カをえ，また睃應義铋学?れ振洲資金からの揸助をえ*t は.じめて对能となっ 

■た《附記して感謝の意を表したい。 ，

⑴ ⑷ を 参 照 。 . .
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資料：法人利益率については，税制調迕会当面の税制改正に関する答丨丨リW和 35年 I2 月. p. 109, 法人利潤分配 

卑に3 いては彐_ 择済妍究所「伞業の成長と収益性j 昭和36年. p . 叫および P- 碑 .

げられるとともに资木収益率も引上げられ,資半に対する課挺後収益率も戦前と大差ないという傾 

佝が認めら,れた。 こ傾向は対自己 ,資本収益率に関しても同槔に認められる（表 4 -5 -1参照)。ァメ 

リカの資本収益率 (Rate of Return on C apital)の焉柳変動奪みると，郁税前収益率ゆ法人税率のワI 

上げととも^;上昇したが，課税後収益率はトレンドとしT みるとコンスタントに留まっており> こ 

の書実をとらえて法人税與担が長期的にほぼ転嫁が完了した証左であるとされた。この车張にじた 

、 .がうならば，わが璃の法人税叙担も長期的にほぼ転嫁されたと推細することができよう。ところが 

第 3 に ,い ま 1.つの法人税転嫁の柳宠指標である法人利潤分配率(Corporate Profit Shares)につぃ 

てみると，ァイリ力の法人付加伸j値に占める法人利澗の分け前の長期変動は，課税前法人利PJ分配 

率では法入税率の引上げにもかかわらず比較的コンスタントに留まったが，課税後については税率 

.の増加にしたがい減少しているようちみうけられる。これはとりもなおさず法人税転嫁がありえな 

かったことの証左}^ほかならないと生張された。わが国のケースでも，輝®  .戦後における法人利 

潤分配率の変動は, & 期的領猙はともあれ，楫期的}こは.アギリカと同塽かなり口ンスタントとみる 

こともできるため，やはりゼロ転嫁と推測しうるかもしれないm  4-5-1 #JK 0oいずれにせよ，出効 ‘ 

税率, 資本収益率，法A 利潤分配率の3 つ:につい七みて日米間にみいぢ'せる填るくべき轉似他は， 

法人税令転嫁と帰着をめぐる分析帰姑に関し日米間の同—性を強く示唆しているようにみえる。

::しか::レ，先の分析においてわが国の1法人税転嫁の実証.分析を_進めるに当って，筆者:はこれらの頌パ 

似他に往因するよりも, むしろ丨ヨ举問の法人® 構造の差涔に祝点を舉丨丨:丨すること拿意闺した。すな 

，わち, 先に試みた庚証分析にては , でぎるだけわが国法A 税制の特殊性を盛り込むような形で

構造方程式の独立変数を規宠し，その結來導出された6 筒の丨(!丨婦式を推輿する匕とにより決人税転
• ■ ■ . . . . .  . . . . . . .  '
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法人拼榀着の計览分析 '

画の法人税奐効税率の変遷は，大正末期から昭和の初頭にかけてほぼ6 パーセントにすぎなかっ.た 

が , 準戦体制に突入するとともに急上界を示し，大戦末期には5 0 パ一セントに達した。 戦後は !50 

パ一セントの水準を超過することはなかったが, しかし4 0 パーセントの水準を！':冏わることも少 

なかった。第 2 に，資本収益率の戦前• 戦後における推移をみると，法人税率が戦前に比して引上

表 4 - 5 - 1 : 戦前‘戦後の利益爭と分抝率の指標
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m 利 益 举  
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粗 利 益 本 . 
II

税 m 梭 
純利'益率

税_..り丨_ 前._._ 
純 利 益 率

% . ■ % %
明和 1 0 年下期 9. 94 9. 27 1 12. 30 11.22 13. 22

J 3 2 年上期 10.83 12. 24 16.21 15.55 25.51

3 3 年上期 8. 20 8. 21 12. 09 7. 89 13 .18

3 4 年.上期 9. 99 9 .68 14. 03 . 11.05 18. 72
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法人税痛菥の訐最分析

嫁の傾向を調べようとした.

これらの転嫁方程式の特徴は，第 1 之減価償却,支払利子を含めた法人粗利潤を従屈変数として 

選んだことにある。法人粗利潤が被説明変数とされたことは, 単に第1 次的接近として選択された 

までであって, それ以後のブメリ力セ'開発されたモデルが収益率または分配率を指標にとったこと 

に比して素朴にすぎたといえよう。けれども分析上の難点がそれによりまったく回避できたわけで 

もない。まずわが国の法人税制の特殊性を考慮すると，法人粗利潤の算定に当って取扱いの著しく 

困難な頃目はまず租税特別措置法により認められた各種準備4 と弓丨当金であった。租税特別措置は 

戦前すでに実施され, 戦後も数多の各種企業においてとりわけ退職給与引当金，貸換1準備金および 

俪格変‘励準備金が共通して積み立てられ> 負債項目に入れられながら実は自己資本として大きく働 

いていた。それゆえ法人粗利潤の算定に当ってこれら準備金と引当金を含めるべきがもしれないが, 

課税対象どしての粗利潤ではなく.，実効税率の1 つとしで想宠された限界税率の算定にむしろ反映 

せしめるように努めて解決を図った。 一

分析上の第2 の特徴は,法人企業活動水準の指標として法人粗利滴のみならず要素価格で測った 

法人粗付加価値を導入したことである。「要素価格で測った」という規定は， 杨品税, 撣発油税， 

関税等の消費税が賃金と利潤のそれぞれの分配率に影響することなくして物価水準を引き上げると 

いう」般的命題に照応ずるものであった。’果して消費税または間接税と呼ばれる裰種が完全転嫁さ 

れているか否かは別個の課題を構成するはずである。■ここでは法人企業に課せられる税秫のうち， 

できるだけ法人税に集中するため，本来法人企業の税負担とはならない税種をあらかじめ除外する 

措蹬としてとられている。したがって企業資産に課される固定資産税も，通常の分類とは興なり消 

撤 の 1 種として除外された。このよう•に法人粗利潤を説明する1，独立変数として要素価格での法 

人粗付加価値を規矩したことは，企業課税のうち法人税率の変動が果して転嫁を促がすような効果. 

をもたらしたかどうか，また全租税のうち法人税課税のみにより，いかなる効果を法人粗利澗にも 

たらしたかを明自にしようとし，て意図されたものにほかならない。

第 3 の特徴は，法人粗利潤を概念として2 嵇類に分割し, 1 つは法人税転嫁が生じないばあいに 

期待される利潤水準として，いま 1 つは転嫁にともなう利潤の変化として捉え，法人税率もそれに 

対応して前者に関係する锐率として平均税率，後者に関係ずる税率として限界税率を規矩したこと 

である。法人税率を2 豳類にぼ分するに•はそれなりに強い仮定を必袈どしたンとくに限界税率の笕 

矩には，転嫁に関速する税率という規矩を生かすため各年度に適用される法人税率の上限を算出す 

ることから出発し（戦前 • 戦後の法人税_ 造の箸しい変化のためこの作業は極度に困難である）， 次に前述 

の机税特別措置法による各種準備金• 引当金について調盤を加えた。平均税率の筘定も，それが通 

常の灾効税率と異なり法人粗利澗がペースとなるすこめ，算出された限界税率とかなり異なるばかり 

でなく表而法人税率とも興‘なるのは当然であった。 ：.

■ 10 (990) —— 1

■ 園

法人税榀涪の許紹:分析

法人税転嫁の推矩のため细恭が遇んだ闾掃方榀式は，おおむね以上のごとき特徴をもっていたと 

考えられる* そして3 つの特徴に共‘通している点は，わが国法人税制を中心とする税制而の特質を 

転嫁モデルに盛り込もうとしたところにt るが,課税対象とされるわが国法人利潤の形成プロセス 

における特質についてはなんらの考慮も払われなかった。 その点， K-モデルが明示的に市場の独 

占度としての集中度を導入した理論的視点は，示唆に富む反雀を与えるものがあったといえよう•

ま た G -モデルにおいても， 転嫁理論モデルの特矩化に苗って明示的にマークァッブ仮説を導入し 

それに載づく転嫁計贵モデルを楷築した手法にも学ぶところ少なからざるものがあった。とりわけ 

資木利輝率と法人利_ 分配率の両指標を採用した上でテストにかけ，両指標における回掃分析結果 

の齊合性’を指摘した点では他のモデルに優るメ.リ•ットを認めねばならないであろう。 さらに，K -  

M -モデルにづいてはこれまで幾多の批判が集中されたが，スライターが述べたように「過虫 1 0年 

に亙る議論にみられた優柔不断の型から抜けだしたj 先駆的研究として，法人税転嫁をめぐる実証 

分析の面で最も包括的な情報を提供’こた寅献を高く評価すべきことにはなんら興論の余地もあるは 

ずがない。と く に K -M -モデルにおいては， Gt•モデルにおいても採用されナこ転嫁度の尺度として 

の転嫁回帰係数は，K -M -モデルにおける最大の貢献の1 つとして西び確認しておきたい。

この試論においては，これまで,の法人税転嫁に関する計量モデルの特徴を考慮に入れ，新らたに 

市場構造別 • 長期時系列モデルを組み，その上でわが国法人税の掃箱テストを試みることにした。

モデルの特徴は， 「山•場楷造別」と呼ばれるように競争産業， 戲占産業の異同を次のセクショソで 

指摘されるごとき特質から転嫁モデルで考慮されるべきことが1 つあるが，いま 1 っ「長期時系列」 

v という性格からK - M およびG -モデルのごとき戦前•戦後に亙る法人税率の変遷が税負担の掃着 

にいかなる効果を及ぽしたかが考慮されることにある。 、. . . . .に.'：..:'...

' ( 2 ) わが国の市場条件と法人税転嫁

前節においては，筆者がかつて試みた転嫁回帰式の推定モデルの特徴を举げ，またその後ァメリ 

力で開発されたモデルのメリットに触れた。 しかし，それらのモデルが適用された産業ないし市場 

構造の特質については， どのモデル• ビルダーも触れてはいなかった，ァメリ力で適用された転嫁 

モデルについては,すべて眙黙のうちに共通の理解が前提とされていたとみることもできるンけれ 

どもアメリ力で適用されたモデルをわが国に苒適用するには，ァメリ力とわが国の鹿業榀造なり市 

場条件に関しなんらかの龅囲での共通性を前提とするか，それができないとすれば，その限りでの 

モディフィケ一、ンa ソを必贺としよう。 ここではわが国産業に適用される転嫁モデルの説明に先立 

っで，わが国産業めおかれた)セ場条件を転嫁夯析の課題の腌囲内でァメリ力との简取な比較を示*し 

注（3) R. E.Slitor〔19〕p . 143 参照•

11(獅
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法人税帰蔚の;ti•盤分析

ておきたい。 ； .

既述のようキルパトリックはアメリ力産業における法人税転嫁の可能性を次の4 点のうちに 

求めた。（1 ) 利澗以外の卩標の追求， ⑵畏期的利潤極大と短期的利潤極大との間の矛盾， ⑶ 鄺  

A におけるプライス• リーダーシップp 非有効性， ( 4 )平均費用俩格形成とその他の「メ ノコ勘宠」• 

そしてこれらの可能性を集約して， 1 産業が俾產業よりも独占力を有するばあい，その独古力に芯 

じて利潤率を引上げ法人税をより多く転嫁し.う令とする仮説を導き出し，独占力の尺度チして集中 

度を遮んだ。かれの難点は，アメリカ產業における法人税転嫁の可*能性を探る飨1 次接近法,として 

有用であったとみなしえよう。けれども，独占力が伽格支配力をつうず,る利潤率支配力, ひ い .ては 

法人税転嫁力と现解できるならば, はじめに日米f おける独占力形態と機能の異同を調べ,それに 

よリ佌格および利潤率支配力においてありうべき差異を確認しておくことが必要である。

H米における独占▲力形態とp 能の差異を最も端的に物語るものは，柯国の独占禁止法の規定条孭 

とその火効度であろう。アメリ力の独禁法およびその他の独占規制政策がそれなりの問題を•抱えて 

いることを別とすれば, 戦前 • 戦後をつうじ少なくともわが国よりもきびしい規定と実効度を.もっ 

ていたということはできる。 なかんずく， 戦前のわが国主耍產業の集中度はかなり高度であy ,

準戦体制期には寒占経済が成立乙たと考えられるのみならず,財闕食中心とする独占力は集中度か 

ら推足される） りはるかに高度の水準に達していたと考えられ今。こp 点についヤも，われわれの 

転嫁度推矩やための観測期間が戦前も力バーするため慎重な検討が必要とされる。だが戦後にづし、 

てみても，アメ V 力の独占規制との羞興は著しいように思える。周知のように，わが国でもアメリ 

、力でも，绅禁法は独占的帘場支配力その.ものを規制するというよりも，独占と関連ありとみなされ 

る市場行動（market conduct)— 価格，産出高，製品の特徴，販売費，研究费を変更する企’業の行 

動—— を禁止するという方式をとっている。たとえば独禁法によると，不当な取引制限，私的独占 

(monopolization),競爭を実質的に制限するとととなる企業合同，不公正な取引方法等を禁止してい 

る。けれども独禁法の規矩とは別にその实効度を比較してみると，わが国とアメリカとの間には顕 

著な尨興が浮び上がってべる。その第1 は, アメリ力では価格協定, 生産数最謂限, 販売領域Q 協 

淀などあら.ゆる力ルテ' 行為が無条件に違毕とされているのに対し，わが阖では, y りわけ戦前ゆ 

，論外として昭和2 8年以後は, 不況なり競:争が過度と認められるばあい企業保護観点から， 猶  々

■の適川除外の興定なり特別立法が設けら； いることであ今（アメリカでも,撣業姨冋码合ゃ輸出力ル 

テ/レが；表川除外になっているが，これらは振i嫁分析には殆ど影響しないとみてよいであろう）。戦後のわが国 

独禁法適用除外の規定で， 「不邱カルテル」，「合现化カルテ/レ」が叨記されているほか， 中小企衆： 

安记法，幟出入取リ丨法，およびいくつかの産業に対する設備処理カルテルなどに関する立法は.多 

かれ少なかれ独占力の行使に開侈するはずである。■また適用除外法という形をと$ す*,たどえば迎 

注（4〉 公正収リ丨荽岚会〔14〕卷末付録表ー敝前の染屮度，を参照。 丨 ' '

- ~ ~  12 卿 •—~
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産省顧/告による「勧制 i 短J とか，鉄鋼や硫安における「公丨淋販売制度J，その他「設備抑制！！;告ム 

「買上機関」，「在靡凍結」，さらに「柯販売価格維持制度」といったカルテルに代わる競制丨;丨■憤行 

がほとんどの市場において政府行政指導という形式をつうじて史施された点も，転嫁分析の課題に

表 4 - 5 - 2 : カルテんおJ；び勧告操短等の推移

. :
• > 協 矩 数

うち不況ガル 
テノレ.*合 理 化 ，

力ルテル
a)

梁 ' m 数 .
う’ち 不 況 力 ル  

テ ル .合 理 化
カルテル

a)

■勧 i'i m m 筇

b)

咆 和 2 8 年 3 月末 ‘ 53 ■ 8 — ■ — .

2 9 年 » 79 0 19 0 ， • —  . •

30 年 '1 ‘ 162 0 27 0 一 ..

3 1年 a 224 4 53 4 ハ —

3 2年 » 312 7 72 5 一 ...'.

3 3年 " 401 7 92 5 18

.34 年 '’ a 523 13 • ' 134 9 40

3 5 年 » 609 13 173. 9 28

3 6 年 " 728 12 189 8 19

37 年 ' . » 882 • 11 / 1 9 8 、 . 7 15

3 8 年 " 1,002 12 212 8 28

資 料 ： 公 正 取 引 委 員 会 《*カ ル テ ル の 现 状 J 咕 和 3 8 年  r
注 a ) 独 由 禁 lL法 第 24条 3 お よ び 4 に よ る 不 況 力 ル’ ルと侖现化 力 ル チ ル の 合 計  

b) _ 告 操 短 , 公 開 販 売 制 , 買 上 機 閲 ，在 寧 涑 結 描 障 ，轉 備 抑 制 勧 告 め 合 計

M らしてみれば着過ずることはできない。なぜなら，力ルテルないしそれに離ずる競争制PM’丨行に 

より:，. 独占力め指標としての集中度とは別に，製品価格を採箅点よりもはるか上の水準に安全に下 

支えすることにより利潤率を維持することができるからである。表 4 -5 -2でげ,転嫁分析め戦後む 

観細油間においてカルテルぉよび勧告操短がいかに拡大の一途をたどり，独禁法の契効度を稀独な 

らしめだかをよみとることができよう。 •

一般ゆ承認されているように，藥中虚は「市場構造，すなわちある市場に供給する座業の内部で 

の諸企業の行動に影響を与える経済的に童耍な市場の諸特徴の1 変-素にすぎない」といって、も過贾 

ではない。とくにわが国のばあい，法人税転嫁分析に当って市場楷の特徴を集中度のみで火•示す' 

る弋とは困_ といわねばならない0 むしる,；転嫁分析に:ふさわしい市場榴造め公類をわが围の成 

業種別につぐりだすこと.が必要である。 , 、

けれども，これまでなんらかの形であれ，法人税を含めて狃税転嫁分析のために適切な市場做造1 

分類が行われていたわけではなんV —力の極に完全競争市場を仮宠し，他方の極に純粋独占市場を 

仮定.することにより，現実の市場を両岩の中間形態として処理したうえで祖税転嫁の則.論分析が進 

.めちれるのが常であった。:ここでは従来の分類に代えて，次のごとき市場構造分類を第1 次的後近 

法として採り入れること?こしよう。⑴管理伽格型市場，⑵鼓占伽格型市場 , (3) カルテル侧格
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法人税帰箱の計贽分祈

型市場，（4 ) 競争伽格型市場。この. 4 つに類型化された市場構造は，わが国における市場別価格決 

矩の型にしたがうものであるが，俯格決定の型にしたがい産業別利潤率決定の型，ひいては法人税 

転嫁取.もまた異なると想定するものである。 .

ところで， 「管理価格」と 「靡占価格」との間には明確な1 線を引きがたいのが通常である。 赞 

JM価格め定義次第によっては，媒占価格と殆ど興なるところがなくなるであみうc 一般に管理価格 

が成立するため匕は，⑴生産集中度が高度の寡占産業，⑵結託が存在するとは限らないが，プ 

ライス.リーダ一シツプをとりうる企業が存在する， （3)製品は比較的同質的ないし標準化され， 

儒袈の価格弹力性が低く，価格は安定的かつ卞方硬直的である, といった条件が必要とされている。 

.これらの条件にしたがって管理価格型市場ないし産業をグルーピングするとき，「高度の集中度丨y  

」はどの程度め集中度か，ま た 「比較的同質的ないし標準的製品」における「比較的」という基:準を 

.どう定めるかにより， 「寡占価格型市場」 との間に明確な境界線を設けることが困難となるであろ 

う。そこで，管理伽格型と寡占価格型の両市場をできるだけ明確に！̂分するため ， 先の管理伽格型 

.市場の特徵のうち集中度を遺視する{•こ加え，産業別の成長率と総資本収益率を市場区分の尺凌とし 

:て^!加するしとにしよう。あらたに採用された2 つの尺度は4 市場分類全体に適用できる。■集中度，

■表4 - 5 - 3 : .市場描造別の利潤率

管 理 価 格 型

社
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1
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3.
4.

デル価格型

啓通鋼（A 力ルテル所属） 2. 96
綿 ス フ (17 社) 2 .78
石 汕 精 製 ( 8 社） 3. 33
化 学 肥 料 (10 社) 1.97
洋 紙 ' (10社） 1 .34

製造業平均 3. 74%

教 西 寧 「独山価格と稲もp. 1 7 9 ,中村隆英編『现代日本の独占資本2 独占価格j 所収 
資料は三菱経济研究所r本邦琳樂成銥分析』

注 1 ) 総资本収益率は昭和33〜3 7年各年下期の平均
. •

成長乘，収益率を主要な尺度とし't：分類された市場の実例では，表 4- 5~ 3のごとく， ⑴管迦偭格 

型産業では板力フス， ビ一ル，アルミのよう、に成長率はあまり高くないが収益率はかなり高度であ 

る， （2) 靡占価格型産業では，自動3に合成繊維のように成長率も高いが収益率も比較的高度ゃあ 

る， (3)力ルテル価格型産業では，化学肥料，洋紙のように成長率も低V、が収益率もまた製造樂平 

均を下回わるといった特徴がみいだせよう。

これらの特徴は，法人税の市場描造別転嫁の実証分析にとって有用なインプォ一メーシーンを私 

えてくれる。免’理価格型座業では極度に高い集中度.(市場夹配力）ど並んでかなり高度の収益率の违 

，成と維持が第1 问標とされ，成丧率は11次的问標とみなされていると考えてよいであろう。それに

— 14(994) —  .

IJ為 财 ぬ̂ 趣遂̂ ■ 減城^ ^ ^

世 想 ^ ， -物卿-1̂ 想 _ 想g想如1—，

法人税掃着の計赀分析

対し蔥占価格型産業では, 高度の成長率と収益率が第1 0 標とされるが, 市場变配力は第1 丨-1標の 

達成を阻菩しない限りで追求されるg 標とv、•う意味は副次的目標と考えられよう。さらに力ルテル， 

価格型產業では，成長率の低下とそれに基づく：収益率の低下をできるだけ下支えするためのディフ 

ュンシブな標が優位に置かれるから， したがって市場支配力も現状維持という副次的目標とされ 

ざるをえない。法人税転嫁の產業別パターンも，これら産業の目標間の優劣によりかなりの程度ま 

で影響ざれるであろうQ もちろん各産業内部における企業の成長率格差, 収益率格差，市場支配力

格差により，企業の法人税転嫁のパターンもまた異なってくるは十である。

. - : ..，' '
-， .

( 3 ) 市 場 構 造 別 一 般 モ デ ル の 導 出 ■ •

- ..… . : ' . ' ン . ：.こ. . . .. ' . .  .ご， . . "

わが国の法人税転嫁を市場描造別に評贵分析にかけるためには，は b めにそのための理論モデル

を仮定しその上に立って実証的検定に適合する計量モ少ルを構築f ねばならないq この点， G--モ
. ■ .•へ.. • ■

デル^•おける接近法は示唆に富んでいる。そのため，ここではわが国CO市場構造別転嫁分析にふさ

わしい限りで基本的にはG -モ デ ル （また別の侧商ではG -モデルでも採用されたK -M -モデル）と同一
' : ' ■ . . ■ . ' ' ' . . . . . . .  . .

の接近法をとることになろう。 ，

はじ,めに法人利潤決定関数の型をどのように規定すべきかが問題となる。通常の同時推宂完結モ 

デルならば, 利潤は賃金その他の要素所得が推定されたのちめ乗！！余とい う形をとる。 しかし産業別 

の要素所得デ一タは与えられていないことに加え，われわれの目的からはなんらか別個の接近法を 

とらねばならない。そこでここでは要素所得すべてにつv、て線型変換を行なうことにより，.法人利 

潤決定の特定モデルを導きだすことにしよう。 代表的産業における利潤決定式を導出することが先 

決であり，法人税導入がその後に考慮される手続きはモデルのばあいと同じである。

まず代表的產業における利潤恒等式を次のごとくきめよう。

( 1 )  Z = p Q - W - I - M - T i - D

た だ し Z は法人税課税前利潤，成は当該産業の産出額でありQ はその实質値，W は货金，
.ノ•ン - . . . . . .  •

I は支払利子，M は原材料費, D 0 減価償却費，Tt: は当該産業に課せられる.間接税である。ここ 

で間接税を考慮に含める理，由は，もとより間接税の効果を検討する目的からではなく,既述のよう 

に，企業課税のうち法人利潤に課せられる租税の転嫁分析に集中するための# 続きでしかない。い 

ま变払利子と減伽fl(•却費を含めて粗利澗としガで表わす (方 = 2 + 1 十;D)。 また当該産業の丨⑴接税 

，'実効税率を6’とすれば，T£ニぬ?Q).と表わせる。 ⑴，式を次のごと.く書き換える。'

( 2 )  ガ= ( 1 一 伽 Q—W —I

ここまでは矩義式であってなんら問題はないン⑵’式を線型変換するためにはここでなんらかの仮 

淀を設けねばならない。第 1 は原材料費に関する仮定である。まず転嫁分析の丨il的にとぅては拟衬
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料赀の変動がI「i要な役割を演じえないとことでは想矩した。もちろん産業別如:利潤の1永準は，原材

料価格の変動と原材料利用度の水準に大きく左右されるはずである。もし原材料赀の变動が前紐で

ないとすれはV ( l )原材料め変動は產出額変勤にとって僅小めウ土イトしか占めない, ⑵中間財(っ

まり仕掛り品も含めた依義の原材料）と他の坐產耍索とのfejに短沏的代替性がほとんどありえない，

(3) 法人税転嫁分析のH的にとって原材料費の変動は影響するところはあまりない， という 3 っ
イ6)

の想定のうちどれかが少なくとも必要とされよう。 これらの想矩は， 産業別にみれば間題を残す 

⑴を除いてかなり現実的妥当性をもっとここでは考えた。⑵の涵矩にづいて本ると，原材料費• 

產出高比率（I /Q )は景気循環のプロセスで変動し利潤の循環的変励に影響するから，原材料価格の 

変勁が顕著であれば，利潤に影響せざるをえないといえるかもしれない。 しかし> そのような変動 

が製品価格にマークァツプされないという保証は少しもない。むしろわれわれの観察期間において_ 

はマークアツプが一般的でもり， したがって利潤匕対しほどんど影響するどころがなかS だとみて 

よい。⑶の想定て、は，法人税の増減が▲業相互間丨こおける原材料め需給関係に大きな影_ をもた 

らしえないぐとが意味されている。この想矩は経験的情報がら設けられ七といづてよい。之いうの 

は，藥態調杳の間い「原材料供給者に法人税負担を転嫁する用意があるが」に対して， 「ない」 と 

答えだ会社数が80 パ一セント耷超えていることからも推測しうるからである。 法人税を现由とし 

て碴下.げを要求できない理由としては，⑷原材料供給者もまた法‘人企業ヤあるがら，(b) 原#料啟 

法人税と関係なく常に最低伽格で購入しているから，という説明はかなり説得力をもっと_ えてよ 

いだろう。
. .  : . . . - .  • . . ：

仮定の第2 は，賃 金 # に関するものである。賃金率を叭マンアワーを N / iで表わせば,貨

金は值等的に1 从m ) と表わすことができる。 ここで貨金率w の行®;式を決定しなければな

らないが，賃金率を前年度の失業率u „ m と前年度の消費者物価水準典- ! の関敎、とみなす考え方

にしたがい，かっ賃金率関数が線型であるとズなそう。ところで',前年度の失業率と消费者物価水

準は経済活動水準と密接な相関関係にあるとみなしうるから，質金摩は前年度のGIP(粗産業1生產物）

水 準 ぬ - ! と今年度の平均労働時間たにより決定されると逾定できよう。 すなわち， み(ぬ)ベ

である。 赁金を説明ずるいま1 つの変数であるマシアワーは，ここではG-モデルめように労働者

を莳接労働者と間接労働者に倍:分していないので， 1人当り産出量め循環的変頭;を両箸に適切に

分するには顧々め困難がともなう。 1 っの処理方法は, マンアワーは若千O 固萣鉍プラス產Iゼ贵わ
.

- “足割合と伖宠することでもる。すなわち， Nんニぬ+ F 。 ただし, F はマンアウー算出に探j速す 

る四定費である。 ( 2 ) 式にっいてとのような変換をすれば, 次式のごとく書き換えられる。

3;寧 孤 於 穴 抑 庇 芯 為 抑 ptデ: 挪，ぺ.、奴^̂

注（6 > 試論モデルの輝定および作成に当づて次のような资料を参考とした，M.K.Evana〔3〕，见Kuh〔16〕およ 

び 〔17〕。
( ? ) 极制調孜会〔21〕中の「汰人課税に関する意见調沲铋传掛• ね. 560以下参照： •

16(996)
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( 3 )  Z，ニ (1— れ[Q(ぬ ) - d -F

. ⑶ 式 に お け る Q K u Q U を線型変換すれば， と表わされた1 次近 

次式をうる。ただし, 流 )ィであり，パーは平均値を表わす。 C のような変換により⑶式 

の粗利潤関数はさらに次式のごとぐ書き換えられる

( 4 )  Z/== (l—伽 Q—gr’Q—,j/(pQ)—「 F+Oi.+•
ただし，ゲ= 的(ぬ )-^ /ゾ=gf/iQである。ここで（卜 O pQの変換を行なう。い ま （1ム )̂

とおけば, （1 - かぬ= 卿Q +6?jQと表わすことができる。 そこで 6(3qQ)@6[i^+Q〒+ c 2] と変換して 

みよ .う.。さらにa(?)Q)=a[^)Q+ Qp+ c3] につ.いても同様の変換をほどこ.す。 た :だ し C2=c3~  ~pQ  

である。ここでの変換についての付言すべき点は6(j?Q)の符，号条件である。ゲは完全利川産出 fc  

における労働分配率とみなすことができるから，もし 6 が，ゲを孕1 ) より大であるかぎり6(说 ）は 

プラスの符号をとりうるであろう。この種の変換f eより（4) 式はさらに次式のように書換えること 

ができる。、 ' ■ .  、 , '

( 5 )  Z/ - a /(53Q)+6/Q - / i /(pQ)-1- F + c ,

ただし，b ^ a p ^ b p —g^ Z —Gi+Ci f c 3 である。 （5 ) 式に•おいて丨切題点をあげるならば， 1 つはそ 

れが従属変数としての粗利潤ガに関し， 独立変数として価格変数?M t含んでいないが庳IMM変 

数 Q は含まれていることで、ある。 確かに価格変数が外生化されていないかぎりでは想紀されてい 

るマークァップ仮説と矛盾しないが,産出量変数が外生変数として含まれているかぎりでは必ずし 

も矛盾しないとはいいきれないであろう。 したがってなんらかの変換が必要とされる。いま 1 つは, 

われわれ•の関心が市場構造別に法人税転嫁の態様が異なっているはずであるという予想に集められ
. . . . . . .  ■ . 八 ， ； : ' . . . : ノ . ノ .
ている以上, 各市場別に企業の粗利潤水準に影響すべき最気条件としてのフ。レッ 'ンャ一変数が含ま 

れていないことに留意せねばならない。 _
■‘ ： ■ •

これらの問題点に対処するため, まず固矩费F は資本ストックK の一定比例率を占めると仮矩

してみて（5 )式を整理してみる。 '

( 6 )  Z , = a \ ^ \ b % ^ f /K ) ~ h \ ^ ) - - l +  o,

はじめにプレッシャー変数どして能力利用度を選ぶことにしよう。最大産出量: Q* に対する现 

実産出贵Q の比率を‘Cp とすれば, C . - Q / Q * であり， かつ最大摩出量Q* に関する鹿出係数を 

m とすれば，Q* ニ w (Z )で表わせよう。それゆえまた，C尸 (l/m )(Q /iO ど表わしてもよい。ここで 

ふたたび現奭産出係数Q I K に関し変数変換を行なうことにしよう。 J

| Q - 1 2

ただし, c4= § / 贫ヤある。さらにつぎのごとき関係式が近似的に成立するものと彼矩する。

注( 8 ) 梓型変換の力法はクラインのそれにしたがった。L .K lo in〔13〕p . 1 2 1 以下参照, 
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l / K  — K 〜め  

. Q I K 2 Q ~ f  •

上式が成立するかぎりでは，m - f K s Q K という近似式が成立するはずである。以上からして， 

か つ +  と表-わすことにすれば， 法人税課税前の粗利潤決定式として次式をうi ことができ 

る。'.， .

( 7 )  Z ^ a ^  +  m C C ^ -Z i^ - i+ c

ここでえられた法人粗利潤決定式は独立変数として今期売上高ぬ ，能力利用度Cp，および前期 

売上高侧ィを含んでいるが， 個々の独立変数は市場權造が競争的であるか数占的であるかにし 

たがい説明力を興にするであろう。 競争型市場構造であれば， 無数の企業が存在するため高度の 

売上嵩水準は必ずしも個別企業にとづて高度の売上高をもたらすとはかぎ‘らなV、。それだけに今期 

の売上高は旗占型市場構造のばあいにくらべ利満決定要因としt の重要性において劣るで'あろう。

また競争市場では参入障壁は殆ど無視できるから，前期売上高との相幽がマイナスにでるばあい粗 

利潤に対する効果は新参入企業による影響が働いていると推測できよう。これに対し霖占型市場構 

造では，今期売上高と能力利用度が粗利潤決定耍因として重要と考えられるが，前期売上高はそれ 

らにくらべさほど遒耍とは考えられない。それゆえわれわれがチストの対象として選ぶ產業が寡占 

型であれば，それだけ前期売上高に代えて例えば単位労務費なり勞働生産性のごとき説明変数も代
(9) 、

替ないし追加変数として考慮さるべきこととなる。ここでは課税前の収益率と利潤分配率を（7) 式

により定式化すれば次式をうる。 •
■■ ■ . ' ■■

⑷ K + 如 '警 + ,

. . . .  • . . . .

次のステツブは,ここで定義された課税前収益率と利潤分配率のそれぞれの決定に転嫁尺度を導

入し，次節における推定作業にのせる準備である。 その手続きについてはK - M -モラ，ル と G-モデ

ルで採用された手法に沿って進めて行くこととし，ここではその手続きの特徵について触れておく

ことにとどめよう。 .

K -M -モデルにおける転嫁尺度は回爝方程式に.含まれる税率変数の囘帰係数と一致し,かつ法人

税水準ならびに収益率とも独立である。 G-モデルではこの関数を収益率のみならず分配率指標に

まで巧みに拡張し，両指標について同一の転嫁尺度を適用し計測が試みられている。いま税り丨利潤

を if丨，課税がないばあいの利潤をn’, また企業の納税義務額T のうち転嫁される割合を《で表

わせば ■ .
——  ________ ：   . . . : '  ' ' ' .

注（9 ) 法人利潤変動の説明变数として労働也趦诎会尬视する説点にづいての詳細は/  K u h〔1 7 )を参照。
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法人税掃济の訐觉分析 ■

(10) re ヒ 冗’一 T + a T

L たがって税負担がまったく転嫁されないケースでは，《ニo かつがゴ疋しT である。また税负担 

.のすべてが転嫁されるケー火では, 《=1▲か つ nn= i t f となるから， 税引利潤は法人利潤課®がな 

，いばあいの利澗と等しいことになる。これによりゼロ転嫁と100パーセント転嫁が矩義されるが，

この矩巍は伝統的接近法に沿うものであることはいうまでも‘ない。さらにがをもって税込利溯と 

しVを税率とすれば, 定義式として，7rg=?r” +  T，および T= 财9, の関係が成り立つ。 そしてこれ .

ちの定義式を (1 0 )式に代入U K ないしR  (次式では简略化のためKのみで示される）で:除す.ことによ 

，り次式がえられる。

n9 .冗,  ，. . . . .  . ' . . . . .

⑶  ^ a ^ v w  . :

.ここでパラメ一タ一a についてみると， ( 1 1 )式は明らかに本質的非線型■ (intrinsically nonlinear)

であるから， パラメーターの変換による線型変換の余地は残されそいない。それゆえこの場合G - ,

モデルの推定にさいしてとられた非線型推宠につV、でのなんらかの方法が適用されねぼならなV、。
(10)

.ここではG -モデルのわが国への適用に際して利用され，たニュートン法を苒び採用することにする。 ‘

そのため租税転嫁係数a の推定に関する最終回帰方程式は収益率指標について次のように表示す

る こと に し た （利潤分配率指摆についても K に代えて H による標準化をほどこせばよい )。 ‘

.ハ . 7T9 / p Q  , C„ . , /  (?)Q)—i ( I + D )  , /
( 1 2 )  十 ん で a — « W K + 奴  •

■法人税転嫁if十測のための市場構造'別一般モデルとして，われわれは（⑵式のごとき租税転嫁係数 

、しを含む法人利潤冏帰方程式をえたが，同式はK-M- モデルとは異なり明示的理論モデルからえら .. 

扎 ’また G -モデルとも異なって別箇の法人利澗説明変数を含んでいる。 間題は果してかれらの推 

•矩した転嫁度と市場構造別にみてどこまで興なるかまたは異ならないかにある。次節でそれらの問

.題を検討したい。 . ■ ■-

- * . ■- - .

( 4  ) 市場構造別モデルの推淀結果

_ . . ' * ‘ ： ！ン；：ぃ'

V

•  ニ .1 一トン法は線型化法ないLはテーラ一股開法と呼ばれているように，任意の非線型方程火の 

解を求めるにあたってまず初期値を選び輿の解に向ってテ—ヲ一展㈨ ぬ利船こよる翻返し針筧を何 

度かおこなっ て近似値を求める手続きをふまかければならない。そのため-各向掃方程式において求 

.めらるべき租税転嫁係数の初期的:としていずれもo. s o をとることにし, 繰與UH•鈴はすべて1 1ス

テップまではおこなうこととした。 初期値を0* 5 0 と定めた现丨tlは転嫁度がゼロから100パーセン
* ' • ■

注(10) G-モデノレのわが国製造梁への適船こ際して利川された非線玴推矩法については，V-I，W楮罚〔7〕第5節以下 

参照。なお：m i _ — ‘煤丨1丨昌裕〔10〕，N.R. Draper & II. Smith〔2〕を参照。

-—-1 9 ( 9 9 9 )  —  J

.へ . / - . .. ..ノ . . . . ’  '
飯̂ ^ ! ^ ^ 恐̂ 微 纖 滅 ^ ^ ^ ^ ^ 敏̂ ^ ^ ^ 獅现祝'&C舰微说漱



Z* ?>Q Cp
~K~

(pQ)-i
K K K V

t .191 
〔4.114〕

-36757.7 
〔2.959〕

.0117
〔.加 〕

.299 .983 .89 .299 昭 和 27〜 38年

Z*
H

1>Q
R

Cp (J3Q)-1
R

V . _

.214 
〔5.144〕

— 35016.7 
〔3. 361〕

-.0128 
C. 275〕

.322 ,987 .94 . .322 昭 和 27〜 38年

(in) 製 紙 業 «■

71_
K

A . G>Q)-i
K

v '

.223 
C4.747〕

673.1 
C. 297D

— .076 
Cl.w

.194 .997 1.88 .194 昭 和 27〜38印

Tr
lA •Cp

*T「
 ̂(方Q>-i

K  —
V

• .221 

〔4. 552〕
158.7 

〔.0623〕
—  ‘0702 
〔1.290〕

.116 .997 2.02 • 116 咐 和 27〜38半
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法 人 税 埽 箝 の fl量 分 析  '.

トまで（もちろんマイナス転嫁と過剰転嫁も考虛に含めて）の領域の中闾値として， どちらの方K«Jに解

を求めて収來するかという観点から選ばれたところにある。 また繰返し計算を1 1ステップにとど

めたのも一般に収束速度が選ばれた微係数の精度と初期値の選択にも侬茌するが，大体において

1 0ステップ程度が目安とされているのにならったにほかならない„

推定の結果はこれまで試みたK -M -モデル，K -モデル， G -モデルのそれとはかなり様相を興に
. . .

している。転嫁度は100パーセントにはほど遠いにせよゼロに近いといえるものでないことは明ら

かである。 しかも市場構造如にみた転嫁度は，経済理論が予想したように，管理価格型市場におい

て高度であるがカルテル俩格市場においては相対的に高度であるとはいえない。

表 4 -5 -4ではセメント，鉄鋼，製紙，ガラスの各産業について収益率指標Z*/K (総資本ストック

表 4 - 5 - 4 :市 場 構 造 別 モデル _定 結 沿

( I ) 七メント産業  . 〔 づ 内 は t 検 宠 値
-  •

從城変敎 独 立 変 数 R D-W 転嫁パラ 
メーター

観 侧  
期 !/'.)

7? 
Iで—

PQ
K

Cp
K

(pQ)-x 
. K

‘ 167
〔2.633〕

1.271
〔•310〕

.051 
〔- 685〕 .230 .985 .72 .230 昭利1 4 〜 16+ : 

27〜38年

Z*
R

vQ
R

Cv (z>Q)-i 
— li V

. 325 
〔5.039〕

1.093
〔.299〕

一.115 
C-l, 590〕 .386 .981 .65 .386 昭和4 〜16 +  

27—38 平

( I I ) 鉄‘鋼業
^
0
^

§§
8
9

§s
-
f
B
I
-
-
-
- 

- 

i

'U
[1
I f ：

雲 !..

外

_

(IV) 板 ガ ラ
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Z*
—1[

_$0_ Cp
~K~ K

V

'
.376 

C5. 073〕
-3865.4

〔6.824〕
•140 

Cl. 644〕
.500 • 995 1.35 • 500 丨仍和27-38ザ

Z*
I

vQr
R

Cp
す

(pQ)-i 
— It

V

‘426
〔4.44?〕

-4244. 2 
〔5.4601

159 
Cl. 477〕

,195」 .993 1‘ 25 ‘195 和27〜38外:

で標準化された利潤) ，と利潤分紀率汾浓（総収入で標準化された利潤） とを従屈逄数として推矩され

た結果が_ 示されている。觀測期間はセメントにつぃては戦前_ 和 4 牢から16年，戦後昭和2 7平
、■■ - . .  ' (1 1 )…

から. 3 8年までを対:象としたが，その他の産業については戦後のみに限定した。

表にしたがぃまず各回帰係数の有意性の判矩がら始めよう。それらはすべて片側 t 検足にかけら

れ，セメントについては5 パ一セント値は1. 721 , 1 パーセント値は2. 518，またその他の遊業で

は 5 パーセント値は :L 860， 1 パ一セント値は2 .8 9 6である。この規準に照らしてみると，推矩さ
', . .  I ‘ ' . \ . . . . .  ■. .

れた 8 箇 の a ，係数のすべてが1 パ - :セント水準で有意でありかつ符号条件も満たされている。つ 

ぎの m 係数は4 筒までが1 パ一セント水準で有意かつ符号条件も満たされているが， しかし他の 

4 箇は有意でないのみならず符号も期待した方向とは逆である。 さらにん' 係数は5 パ一セント水

準でも有意とはぃえなぃが, 符号については2 箇を除いてすベて予期したとおりであった。総括的
... ,■ ■■ - •

.にみればこれらの産業では競争市場とは区別された意味での寡占市場構造の特質を反映して，予想
• ,• •

' されたとおり今期売上高の信頼度が最も高く，それに比して操業度と前期売上高は信頼度が落ちる 

ことになる。また產業別にみた各四帰係数の信敏度も，ガラスと鉄鋼につぃてはかなり良好である 

■が，セメントと製紙に関してはそうはいえない。

次の検定として試論モデルとその推定値が最皮不偏推宠値であるか孜かを確かめなければならな 

い。セメントについてはダ一ビン.ワトンン比率により系列相関ありと判矩されよう。 しかし他の
* • - I

.産業に関しては標本数の不圮迄より同様の検定を試みることはできなぃ。 しかしわれわれの生耍閲 

心市•である祖税転嫁係数につぃてみると， 標本数は僅か8 箇であるが転嫁度は最低1 1パ一セン卜
• ： . ' . . .  V -..- .

.から最高5 0 パーセントに分布してい^)ことに注丨::丨せね;ばならない。最高の転嫁度5 0 パ一セン丨、を 

.示しているのはガラス產業の収益率指傈についてであり，同産業が仙i格支配力におして抜きんでて

•いるところの管理伽格型市場に分類されていることから留意されてしかるべきでろう。 また虹低
' ; .! . . . . . . .  ■ ' '

の転嫁度1 1 .6 パ一セソトを示している製紙産業の分配率指標に関しても，同產業がカルテル型-丨

注 （1 1 ) 戦 前におけるセメントの 操 業 度 に つ い て は 丨 糊 1丨闻人会蹁〔19〕 P . 1 79参 敗 戦 後 の 操 衆 :度 に 関 し て は 生 と  

し て 経 济 団 体 迚 合 会 編 〔11〕 を 利 用 し た 。 戦 前 ‘映 後 に わ た る そ の 他 の 変 数 に つ い て は も っ ぱ ら 三 蓮 経 济 研 究  

所 編 ！：18〕 を 利 州 し た 。 ■
,. 广 . . .
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に分類され価格支配力においても最も見劣りすることは周知のとおりである。転嫁度をそれぞれ収 

益率と分配率の2 つの指標についてみると，収益率では最低1 9 パーセントから最高5 0 パーセント 

の領域に分布し, 分配率では最低1 1パ一セントから最高3 8 パ一セントの間に分布し，V、ずれも収’ 

益率指標についての転嫁度のほうが高度であることがわかる。また収益率と分配率の呵揩標につい 

て転嫁度の坩純平均をとると，同じく収益率平均では30. 6 パ一セントであって分配率の25. 5 パ一 

セントを若干上回っていることがみいだせよう。 .

この試《論モデル推定結果についてとくに言及すべき点は製紙とガラスにおける各回帰係数の差異 

—— とりわけ法人税転嫁係数の差異である'今期売上高変数が両産業にとって重耍変数であるのに 

対し前期売上高変数はあまり重要:とはみなしえないという予想はその通りであったンしかし_ 業度: 

変数は両産業において今期売上高変数ほどに重要とは予想していなかったが，製豳についてはそう 

いえてもガラスについては予想を覆えすものがあつ た。けれどもまた法人税転嫁係数v についてみ 

ると，収益率指標と分配率指標のI 、ずれに関.しても製紙よりも板ガラスにおいて転嫁度が著しく高 

度であることがみいだせる。両産業における転嫁度の格差は,一方の板ガラスが管理価格型産業と 

して他方の製紙が力ルテル価格型産業として分類された際すでに予想されたところのものである。

産業集中に関する公取委資料によれば，製紙は本来競争型産業として集中度が低位に属する産業: 

であるのみならず，対象期間をつうじて集中度は傾向的に低落し，成長の停滞性と利潤率の低位が. 

同産業の特徴であることは疑いない琪実である。 戦前 8 5 パ一セントの洋細生産シヱァ一を有して 

いた王子製紙が，分割直後の昭和25年には王子3 社のシエァ一は37. 7 パ一セントk 下落し，34年 

には22. 8 パ一セントにまで減退を重ねた。 あわせて中小新企業の簇出が多方面にわたる鐃争耍因­

を激化せ しめ， 3 1年以後には輸出カルテル， 泡主操短，勧告操短が実施されたにもかかわ.らず紙. 

パルプの、卸売価格指数は2 9年以降全般的丨こ低落傾向にあった。 この種め産業において高度の法人. 

税転嫁が予想しえないこ^:は中すまでもない。これに対し板ガラスでは製紙と興なり旭ガラスと日 

木板ガラ’スが3 3年にセントラルが参;Vするまで市場を独占し， その後の3 社独由下においても価; 

格丨んでの硬直性のみならず利潤率の高位性と安宠性において顕箸な特徴を与えられていることも周 

知のとおりである。板ガラス生産は巨大な資本のみならず特殊かつ高度の技術を必要とし/ 在来産: 

梁として比較的安矩成長を莩受していることもよく知られているとおりである。

製紙と板ガラスの転嫁度格差は両市場における企業問め競争瘐因によって本来は説明さるべきでし 

あろう。 しかし競争要因として集中度や仙i格変動率および変動頻度等を導入してもそれだけで説明： 

のすベてが尽くされると期待することはできない。製紙と板ガラスの両產樂問の転嫁度格恙の究明： 

は，さらに進んで産業内企業の行動様式を追求すべき必袈が予想できることをここでは指摘するに- 

と どめよう。 •
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( 5 ) 試論モデル推定結果の評価

、 ： -

• 最後に K -M -モデル，K -モデルおよびG -モデルの推定結罘との比較の上で,試論モデルの推宠 

結果を評価しておこうぐこれまでの検討から明らかなように， 試論モデルの性質上もっぱらG-モ 

アルとの比較が中心となり，KHVI-モデルとK- モテ、ルは副次的に扱われることになろう。

G -モデルがアメ丨）力製造業に適用された結果の解釈として, ゴ — ドンは対象期間にわだり課税前 

資本収益率は資本め平均生産性増大とともに引き上げS れたが， しかし企業は法人 1说率の引き上げ 

を相殺するような税負担の転嫁活動に移ることはできず， したがって消費者ではなく企業が法人税 

のすべてを負担したと結論した。そして法人税転嫁が不成功に終った原因として，強力な拈掷力を 

もった労働組合の負•上げ要求と戦後のイ ンフレ • スパイヲルを举げている。この解釈は直接的には 

K - M の I3 4 パーセソト転嫁伖説に対する批判として提出きれ，5K - M 倥身の過剰転嫁仮説の解釈 

(税率引き上げが蠶占企業にとって価格引き上け'のシグナルとみなされ，かつ過剰調整の結染として過剰転嫁が 

発生する）よりもプロ一ジブルと.して受け入れやすいかもしれない。？jf氣 K - M においては過剰転 

嫁仮説の説明の要点は統計的検証にほとんど委ねられ，経済理論的解釈は副次的にしか与えられて 

いないだけにゴードンの説明はより明快であるようにみえる。けれども収益率指椒による法人税の 

短期的転嫁がゼp であるとする説明には， ゴードンが意識した以上の領域にわたっての究明を必要

とするはずである。なぜなら，かれの分析では伝統的迪論が依拠する限界分析に代えてマークアッ
. ' . — ' . ；： '" .

フ偭格決定方式を仮定し，かつ推宠結果からマ一クアップ理論の妥当性を支持するにいたっている6 

同時に産業別にみた転嫁度の検証においても，化学および石油， ゴ厶製品のようf c 集中度の高い座 

業では転嫁係数も1 0 0パ一セントに近く， 逆に印刷出版,金属製品のように非集中的産業では転嫁 

係数はマイナスをとり，転嫁係数の著しい分散とあわせて，集中度と転嫁係数の間の高度の相閲を 

谷fi忍'"^るに.V、たっ.ている。

マークアップ理論ではホ一ル . ヒッチ以来一般に，価格は慣習的な資本利潤率をまず定めそれに 

標準操業度による原価を割りふることにより決定される。その場合の資本利潤率とは税引後の投资 

に対する目標報酬率を意味しているのが普通である。 したがって税引後利潤率を目標とする企業の 

マークアップ仮説が実証され，かつ企業が法人税転嫁に成功しなかったとする限りでは，ゴードン岿 

身がその間の矛盾を解明する貴任を負わなければならないが，.がれにばその解明への道は閉ざされ 

ている。その理出はかれが推矩したアメリカの產業別転嫁度め分散を検討すれば明らかである。す 

でに指摘したように，G-モデルの推宠結果ではマ一クアグプ伽格決矩方式をとる産業のうち化学お 

よび石油， ゴム製品のように1 0 0パ一セントに近い転嫁度を達成した産業がみいだせるが，それら 

注(12> * _ 丨同〔7〕, 節4如を参照。 • ,
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産業は丨[丨標報酬率としての税リ丨利潤率をほぼ灾现できたと解釈されねばならない 。 逆にマイナ ス の  

(転嫁度を示した鹿業はマ一クゾップ価格決足に頼った結泶かえって期待した税リ丨利潤碎くの炎現に失 

敗したとみなすべきであろう。それにも拘わらずゴードンは，産業別転嫁度の加汛平均が製造業全 

伴 の 転 嫁 度 と ほ ぼ で あ り ゼ n とみなしうるとしてこ の問題を沿過してしまった。
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は正しい。 しかしその现出と‘して，企業の最適伽格•産出馈の組み合せの上での操業は利潤税の変 

更により変化しないとするのは伝統的接近法と同一の忍考法しか意味しない。現庚の企業が最適の 

瓶Iみ令せで操菜しているという保証はなんら与えられていないからである。第 2 に集中度と転嫁係 

数 と の 高 度 の 順 ；f|丨閲は，坩に税率上界の期問におL、て商t 、参入障壁をもつ集| |i的産業の企業収 

益 率が参入の抑门て的影響を緊むる産業のそれにくらべ高められたにすぎないと解釈している。 こ こ  

ではゴードンr:i身が児出した座業別転嫁係数の格差の存在にかれ丨丨丨身の眼がそらされているとし か  

考え.られない。 .

試論モデルではG-モデルと兇なり集計方程式としての製造業に関する推足を忒みることは控え 

すこもそれは市場描造別に存在する転嫁度格恙の推矩に埋論的意義を認めたからであり，製造業ない、 
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モデルでは4 産業について推矩された結聚, 11パーセントから5 0パーセントの転嫁度が婦結された 

が，さらに他産業に拡張されるならぱ産業政策としでめ法人税政策に有用な情報を提供すると期待 

できよう6 G -モデルと並んで試論モデルのメリットは，収益率指標と分配率指標との2 方麁式につ 

いて推定された転嫁度はIG M -モデルの推定結果にみられるよ' )な転嫁度格差の矛盾を含まず，ま 

た K -M -モデルやK-モデルと異なりモデルの特宠化に当って恣意的と思われる独立変数を含まな 

いところにある , といっで上いであろうンそれにも拘わらず，上述の結論についてはこんごとも様々 

の角度かちの検証を経てのち大方の飱認をえなければなるまい。法人税のみならず租税全般の転嫁 

と帰着をめぐる分析は淛く新局面を迎えたにすぎないとみなしうるからである。
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